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日本の社会制度と国民健康保険
•社会保険（医療、介護、年金、労働）が中心
•社会保険と税財源等による障害福祉、子ども、生活保護の組み
合わせ
※ 社会保険 保険の技術をもちいつつ民間保険の契約自由（保険引き
受けと保険加入の自由）、リスク応能の保険料（応益保険料）という原
則を、社会保障原理により強制加入（契約自由の制限）、「支払能力」
＝応能保険料（自己負担）に修正したもの
社会保障原理で修正しなければ排除の問題が発生

•医療保険
被用者保険（健康保険、共済）＋国民健康保険＋後期高齢者医療制度



医療、介護、年金の国際比較



財務省・政府は手取り引き上げのために
社会保険料抑制目標を検討
• 骨太の方針2026から
「具体的には、経済・物価動向等に適切に対応し、安心して医療・介護・福祉サービスを受けられる
体制を整備することとあわせて、医療・介護を中心とした社会保障制度改革を着実に実行することに
より、現役世代の保険料率の上昇を止め、引き下げていくことを目指す。このため、骨太方針2025
と同様、経済・物価動向等を踏まえ、的確な対応を行いつつ、これまでの歳出改革努力を継続し、
2027年度の社会保障負担率が2025年度と比較して上昇しないよう取り組む。また、社会保障制度が
果たす機能を損なわないよう配慮しつつ、社会保障負担率の目標の検討を進め」

• 社会保険料負担が手取り収入を減らしているのは事実か
1、財政制度等審議会に財務省が提出した資料からも手取り収入減少の最大の要因は勤労所得の減少
2、名目所得が上昇に転じてからは社会保障給付費が増加しても国民所得に占める社会保険料の割合
は減少に転じている







国民健康保険の構造的問題
•高齢者が多く
一人あたり医
療費水準が高
い

•所得水準が低
く保険料負担
が重い









市町村国保の構造的変化



国保の都道府県化が目指すもの
• 消費税増税に道をひらいた社会保障国民会議報告（2013年）が医療
分野の「改革」として提言をしたのが地域医療構想（病床削減）と
国民健康保険の都道府県化 等

• 地域医療構想（病床削減）
医療の機能分化・連携の促進を目指す

• 国保都道府県化
1. 国保の構造的問題の解決
2. 都道府県単位の医療提供体制を実効性を上げる
「都道府県が効率的な医療提供体制への改革を実効あらしめる観点から」「都
道府県が地域医療の提供水準と標準的な保険料等の住民負担の在り方を総合的
に検討することを可能とする体制を実現すべきである」（国民会議報告書）



地域医療構想
•２０２５年の地域
医療のあるべき姿
を構想（主に病床
数）

•概ね二次医療圏毎
に設置された構想
会議で協議

•これらを通じて医
療の機能分化・連
携の促進を目指す



国民健康保険の都道府県化
→都道府県と市町村が共同して運営

•都道府県は納付金決定と標準保険料率の決定、国保事業運営費
交付金の交付

•市町村は国保事業費納付金納付、納付金額をもとに保険料決
定・徴収、保険給付



「保険料の統一」の定義
•納付金ベースの統一(目標30年度） 済１4（埼玉も含）
α＝０ 医療費水準の格差を納付金に反映させない

•完全統一（同38年度。33年度を目指す）済２（大阪、奈良）

•都道府県毎の状況
納付金ベースの統一目標年度を定めている都道府県 １６
完全統一の目標年度を定めている都道府県 ２１
目標年度を定めていない都道府県 ８









統一後に市町村に残る裁量
•完全統一 課税権は大きく制限（ほぼない）
市町村基金の増加さけられないという問題が残る
厚労省も課題として認識

•納付金ベース 保険料設定の自由度は残る（独自軽減も可能）
後述



「国保の構造的問題の解決」
•都道府県化にあたって国は３，４００億円の国費を投入

1. 低所得者向け軽減の拡充に１，７００億円
保険者支援制度に１，７００億円
ーー７，５，２軽減の対象保険料の一定部分を保険者に補助
別途５００億円を保険料軽減制度に充てる

2. 保険者努力支援制度などに１，７００億円
保険者努力支援制度に８４０億円（２０１９年以降は９１０億円）
国調整交付金の実質増加８００億円
特別高額医療費共同事業創設６０億円



国保の構造的問題は解決されたか
•被用者保険と国民健康保険との間での格差は温存された



新地域医療構想 2028年度～
•新地域医療構想は医療計画の上位の行政計画
•入院に事実上限定していた従来の地域医療構想と比較して、地
域医療・在宅医療、介護までを視野に入れた2040年の地域医療
のあるべき姿を構想

•法律上は医療計画と違って6年ごと（3年ごとの中間見直し含
む）の見直し規定はない

•従来の病床機能毎の病床数の目標ではなく、医療機関毎の機能
を定めて医療機能の分化・連携を促す（医療機関機能報告）

•病床数目標を定めてはいないが将来の病床数の目標を示す









わが党の国保改革の提案
• 1兆円を投入して応益割（均等割、平等割）を無くす。

• 差押えなど強権的な取り立てをやめさせる
• 自治体独自の負担軽減に取り組む



生存権を脅かす強権的な差押えをやめさ
せるために

•生存権を脅かす乱暴な差押えは規制されている（資料P13~)
特別療養費（窓口10割負担）切替前に滞納解消の取組実施を義務づけ

• 2000年に導入された保険証取り上げ義務はマイナ保険証導入時
に見直し（資料P18～）



自治体独自の保険料の引き下げをどう実
現するか
• 完全統一前であれば市町村の国保特会基金を活用しての保険料引き
下げは可能(資料P12)

• 国民健康保険法第77条等にもとづく保険料等軽減（同P25～）
• 地方税法第717条 （水利地益税等の減免）地方団体の長は、天災その他特
別の事情がある場合において水利地益税等の減免を必要とすると認める者、
貧困に因り生活のため公私の扶助を受ける者その他特別の事情がある者に限
り、当該地方団体の条例の定めるところにより、当該水利地益税等を減免す
ることができる。但し、特別徴収義務者については、この限りでない。

• 国民健康保険法第77条 （保険料の減免等）市町村及び組合は、条例又は規
約の定めるところにより、特別の理由がある者に対し、保険料を減免し、又
はその徴収を猶予することができる。

• 国保の赤字削減・解消計画との関係はどうなっているか（同P32~）


